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鹿児島県

（※については例規集登載事項）

ページ

規 則

○鹿児島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則（※） （建築課取扱い）１

鹿児島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則をここに公布する。

令和７年３月28日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県規則第19号

鹿児島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則

鹿児島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則（昭和37年鹿児島県規則第64号）の全部を

改正する。

（趣旨）

第１条 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号。以下「法」という。）の施行

については，法，宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和37年政令第16号）及び宅地造

成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和37年建設省令第３号。以下「省令」という。）に定め

るもののほか，この細則の定めるところによる。

（定義）

第２条 この規則において使用する用語は，法及び省令において使用する用語の例による。

（試掘等の許可）

第３条 法第６条第１項の規定により試掘等の許可を受けようとする者は，試掘等許可申請書

（別記第１号様式）を知事に提出しなければならない。

２ 知事は，法第６条第１項の規定により試掘を許可したときは，試掘等許可証（別記第２号

様式）を申請者に交付する。

（身分証明書）

第４条 法第７条第１項（法第24条第２項において準用する場合を含む。）及び第２項に規定す

る証明書は，別記第３号様式による。

（宅地造成等に関する工事の着手の届出）

第５条 工事主は，法第12条第１項の規定による許可を受けた工事（法第15条第１項の規定に

よる協議が成立した工事を含む。）に着手したときは，速やかに工事着手届出書（別記第４号

様式）を知事に提出しなければならない。

（宅地造成等に関する工事の中止等の届出）

第６条 法第12条第１項の規定による許可（法第15条第１項の規定による協議が成立したもの

を含む。）を受けた工事主は，工事を中止し，若しくは当該工事を再開し，又は工事を廃止し

ようとするときは，工事中止（再開・廃止）届出書（別記第５号様式）を知事に提出しなけ

ればならない。

（宅地造成等に関する工事の許可の申請等の添付書類）

第７条 省令第７条第１項第12号の規則で定める書類は，次に掲げるものとする。

 工事主に当該工事を行うために必要な資力及び信用があることを証する書類として知事
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が別に定めるもの

 工事施行者に当該工事を完成するために必要な能力があることを証する書類として知事

が別に定めるもの

 排水施設の設計に係る書類

 土地の求積図

 擁壁の展開図

 その他知事が必要と認める書類

２ 省令第７条第２項第10号の規則で定める書類は，前項第１号，第２号，第４号及び第６号

に掲げるものとする。

（国又は都道府県等との宅地造成等に関する工事についての協議）

第８条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について，法第15条第１項の規定による協議を

しようとする者は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議申出書（別記第６号様式）

に省令第７条第１項各号（第７号から第11号までを除く。）に掲げる書類及び前条第１項第３

号から第６号までに掲げる書類を添付して，知事に提出しなければならない。

２ 土石の堆積に関する工事について，法第15条第１項の規定による協議をしようとする者は，

土石の堆積に関する工事の協議申出書（別記第７号様式）に省令第７条第２項各号（第５号

から第９号までを除く。）に掲げる書類並びに前条第１項第４号及び第６号に掲げる書類を添

付して，知事に提出しなければならない。

３ 知事は，法第15条第１項の規定による協議が成立したときは，協議成立通知書（別記第８

号様式）により当該協議をした者に通知する。

（宅地造成等に関する工事の軽微な変更の届出）

第９条 法第16条第２項の規定による届出は，軽微な変更の届出書（別記第９号様式）を提出

することにより行わなければならない。

（国又は都道府県等との宅地造成等に関する工事についての変更の協議）

第10条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について，法第16条第３項において準用する法

第15条第１項の規定による協議をしようとする者は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事

の変更協議申出書（別記第10号様式）に省令第７条第１項各号（第７号から第11号までを除

く。）に掲げる書類及び第７条第１項第３号から第６号までに掲げる書類のうち宅地造成又は

特定盛土等に関する工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添付して，知事に

提出しなければならない。

２ 土石の堆積に関する工事について，法第16条第３項において準用する法第15条第１項の規

定による協議をしようとする者は，土石の堆積に関する工事の変更協議申出書（別記第11号

様式）に省令第７条第２項各号（第５号から第９号までを除く。）に掲げる書類並びに第７条

第１項第４号及び第６号に掲げる書類のうち土石の堆積に関する工事の計画の変更に伴いそ

の内容が変更されるものを添付して，知事に提出しなければならない。

３ 第８条第３項の規定は，法第16条第３項において準用する法第15条第１項の規定による協

議について準用する。

（宅地造成又は特定盛土等に関する工事の一部完了検査）

第11条 知事は，法第17条第１項の規定による完了検査について，法第12条第１項の規定によ

る許可を受けた工事（法第15条第１項の規定による協議が成立したものを含む。）の一部が完

了し，工事主が当該工事の完了検査を申請した場合において，次の各号のいずれかに該当す

ると認めたときは，当該工事の一部完了検査をすることがある。

 当該工事に係る土地の分割が可能で，その各々が独立して使用に供しうるものであると

き。

 分割によって他の土地の災害防止の支障とならないとき。

２ 前項の申請は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事の一部完了検査申請書（別記第12号

様式）により行うものとする。

３ 知事は第１項の規定による検査の結果，宅地造成又は特定盛土等に関する工事が法第13条

第１項の規定に適合していると認めたときは，宅地造成又は特定盛土等に関する工事の一部

検査済証（別記第13号様式）を交付するものとする。
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（宅地造成等に関する工事の定期の報告）

第12条 省令第48条第１項の報告書の様式は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報

告書（別記第14号様式）のとおりとする。

２ 省令第48条第２項の報告書の様式は，土石の堆積に関する工事の定期報告書（別記第15号

様式）のとおりとする。

（宅地造成等に関する届出工事の変更の届出）

第13条 法第21条第１項の規定による届出をした者は，当該届出に係る工事の計画を変更しよ

うとするときは，あらかじめ宅地造成等に関する届出工事の変更届出書（別記第16号様式）

を知事に提出しなければならない。

２ 法第21条第３項の規定による届出をした者は，当該届出に係る工事の計画を変更しようと

するときは，あらかじめ擁壁等に関する届出工事の変更届出書（別記第17号様式）を知事に

提出しなければならない。

（宅地造成等に関する届出工事の完了の届出）

第14条 法第21条第１項の規定による届出をした者は，当該届出に係る工事を完了したときは，

速やかに，届出工事に関する完了届出書（別記第18号様式）を知事に提出しなければならな

い。

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の着手の届出）

第15条 工事主は，法第30条第１項の規定による許可を受けた工事（法第34条第１項の規定に

よる協議が成立した工事を含む。）に着手したときは，工事着手届出書（別記第４号様式）を

知事に提出しなければならない。

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の中止等の届出）

第16条 法第30条第１項の規定による許可（法第34条第１項の規定による協議が成立したもの

を含む。）を受けた工事主は，工事を中止し，若しくは当該工事を再開し，又は工事を廃止し

ようとするときは，工事中止（再開・廃止）届出書（別記第５号様式）を知事に提出しなけ

ればならない。

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可の申請等の添付書類）

第17条 省令第63条第１項第２号の規則で定める書類は，次に掲げるものとする。

 工事主に当該工事を行うために必要な資力及び信用があることを証する書類として知事

が別に定めるもの

 工事施行者に当該工事を完成するために必要な能力があることを証する書類として知事

が別に定めるもの

 排水施設の設計に係る書類

 土地の求積図

 擁壁の展開図

 その他知事が必要と認める書類

２ 省令第63条第２項第２号の規則で定める書類は，前項第１号，第２号，第４号及び第６号

に掲げるものとする。

（国又は都道府県等との特定盛土等又は土石の堆積に関する工事についての協議）

第18条 特定盛土等に関する工事について，法第34条第１項の規定による協議をしようとする

者は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議申出書（別記第６号様式）に省令第７条

第１項各号（第７号から第11号までを除く。）に掲げる書類及び前条第１項第３号から第６号

までに掲げる書類を添付して，知事に提出しなければならない。

２ 土石の堆積に関する工事について，法第34条第１項の規定による協議をしようとする者は，

土石の堆積に関する工事の協議申出書（別記第７号様式）に省令第７条第２項各号（第５号

から第９号までを除く。）に掲げる書類並びに前条第１項第４号及び第６号に掲げる書類を添

付して，知事に提出しなければならない。

３ 知事は，法第34条第１項の規定による協議が成立したときは，協議成立通知書（別記第８

号様式）により当該協議をした者に通知する。

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の軽微な変更の届出）

第19条 法第35条第２項の規定による届出は，軽微な変更の届出書（別記第９号様式）を提出
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することにより行わなければならない。

（国又は都道府県等との特定盛土等又は土石の堆積に関する工事についての変更の協議）

第20条 特定盛土等に関する工事について，法第35条第３項において準用する法第34条第１項

の規定による協議をしようとする者は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更協議申

出書（別記第10号様式）に省令第７条第１項各号（第７号から第11号までを除く。）に掲げる

書類及び第17条第１項第３号から第６号までに掲げる書類のうち特定盛土等に関する工事の

計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添付して，知事に提出しなければならない。

２ 土石の堆積に関する工事について，法第35条第３項において準用する法第34条第１項の規

定による協議をしようとする者は，土石の堆積に関する工事の変更協議申出書（別記第11号

様式）に省令第７条第２項各号（第５号から第９号までを除く。）に掲げる書類並びに第17条

第１項第４号及び第６号に掲げる書類のうち土石の堆積に関する工事の計画の変更に伴いそ

の内容が変更されるものを添付して，知事に提出しなければならない。

３ 第18条第３項の規定は，法第35条第３項において準用する法第34条第１項の規定による協

議について準用する。

（特定盛土等に関する工事の一部完了検査）

第21条 知事は，法第36条第１項の規定による完了検査について，法第30条第１項の規定によ

る許可を受けた工事（法第34条第１項の規定による協議が成立したものを含む。）の一部が完

了し，工事主が当該工事の完了検査を申請した場合において，次の各号のいずれかに該当す

ると認めたときは，当該工事の一部完了検査をすることがある。

 当該工事に係る土地の分割が可能で，その各々が独立して使用に供しうるものであると

き。

 分割によって他の土地の災害防止の支障とならないとき。

２ 前項の申請は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事の一部完了検査申請書（別記第12号

様式）により行うものとする。

３ 知事は，第１項の規定による検査の結果，特定盛土等に関する工事が法第31条第１項の規

定に適合していると認めたときは，宅地造成又は特定盛土等に関する工事の一部検査済証

（別記第13号様式）を交付するものとする。

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の定期の報告）

第22条 省令第78条第１項の報告書の様式は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報

告書（別記第14号様式）のとおりとする。

２ 省令第78条第２項の報告書の様式は，土石の堆積に関する工事の定期報告書（別記第15号

様式）のとおりとする。

（特定盛土等又は土石の堆積に関する届出工事の変更の届出）

第23条 法第40条第１項の規定による届出をした者は，当該届出に係る工事の計画を変更しよ

うとするときは，あらかじめ宅地造成等に関する届出工事の変更届出書（別記第16号様式）

を知事に提出しなければならない。

２ 法第40条第３項の規定による届出をした者は，当該届出に係る工事の計画を変更しようと

するときは，あらかじめ擁壁等に関する届出工事の変更届出書（別記第17号様式）を知事に

提出しなければならない。

（特定盛土等又は土石の堆積に関する届出工事の完了の届出）

第24条 法第27条第１項又は法第40条第１項の規定による届出をした者は，当該届出に係る工

事を完了したときは，速やかに，届出工事に関する完了届出書（別記第18号様式）を知事に

提出しなければならない。

（災害発生のおそれがないと認められる工事）

第25条 省令第８条第１項第９号及び同項第10号ロの規定により規則で定める値は，50センチ

メートルとする。

（省令第88条の規定による書面の交付請求）

第26条 省令第88条の規定による書面の交付を請求しようとする者は，同条の規定による証明

書交付請求書（別記第19号様式）を知事に提出しなければならない。

（盛土規制法調書）
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第27条 知事は，法第12条第１項又は法第30条第１項の規定による許可をしたときは，次に掲

げる事項を記載した調書を作成するものとする。

 工事の許可年月日及び許可番号

 工事主の氏名又は名称

 工事が施行される土地の所在地及び面積

 工事の着手予定年月日及び完了予定年月日

 工事施行者の氏名又は名称

 盛土又は切土の高さ

 盛土又は切土をする土地の面積

 盛土又は切土の土量

 工事完了後の土地利用

 崖面崩壊防止施設の設置

 省令第７条第１項第１号に掲げる土地の平面図

２ 知事は，法第16条第１項又は法第35条第１項の規定による変更の許可をしたときは，調書

にその変更内容を記載しなければならない。

３ 知事は，法第17条第１項又は法第36条第１項の規定による完了検査を行った場合において，

その工事が法第13条第１項又は法第31条第１項の規定に適合していると認めたときは，調書

にその旨を記載しなければならない。

４ 知事は，必要があると認める場合は，調書の閲覧又は写しの交付の請求をした者に対し，

調書を閲覧させ，又は調書の写しを交付するものとする。

５ 前項の規定による調書の写しの交付の請求は，盛土規制法調書の写しの交付請求書（別記

第20号様式）によるものとする。

附 則

この規則は，令和７年５月１日から施行する。



- 6 -

鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７

別記

第１号様式（第３条関係）

年 月 日

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

（電話番号）

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

試掘等許可申請書

宅地造成及び特定盛土等規制法第６条第１項の規定により試掘等の許可を申請します。

（午前 午後） 時から
１ 行為年月日 年 月 日

（午前 午後） 時まで

２ 行 為 場 所

３ 行 為 目 的

４ 行 為 内 容
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第２号様式（第３条関係）

第 号

試掘等許可証

（午前 午後） 時から
１ 行 為 年 月 日 年 月 日

（午前 午後） 時まで

２ 行 為 場 所

３ 行 為 目 的

４ 行 為 内 容

５ 責任者職氏名

上記のとおり宅地造成及び特定盛土等規制法第６条第１項の規定により試掘等を行うことを

許可する。

年 月 日

鹿児島県知事 
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第３号様式（第４条関係）

（表）

第 号

身 分 証 明 書

職

氏名

年 月 日生

上記の者は，宅地造成及び特定盛土等規制法第５条第１項，第６条第１項，第24条第

１項又は第43条第１項の規定により測量，調査，障害物の伐除，試掘等又は検査を行う

ため，他人の占有する土地に立ち入る職権を有するものであることを証明する。

年 月 日

鹿児島県知事 

（裏）

注 意 事 項

１ 宅地造成及び特定盛土等規制法第５条第１項，第６条第１項，第24条第１項又は第

43条第１項の規定により測量，調査，障害物の伐除，試掘等又は検査を行うため，他

人の占有する土地に立ち入るときは本書を携帯しなければならない。

２ 職権に基づき他人の土地に立ち入る際に関係人の請求があったときは本書を提示し

なければならない。

３ 本書は，犯罪捜査のために使用してはならない。

４ この身分証明の有効期間は発行の日から 年 月 日までとする。

注 用紙の大きさは，縦６センチメートル，横８センチメートルとする。
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第４号様式（第５条，第15条関係）

工事着手届出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出者 住所

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

第５条
鹿児島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 の規定により，次のとおり届け出

第15条

ます。

１ 許 可 番 号 第 号

２ 許 可 年 月 日 年 月 日

３ 工 事 着 手 年 月 日 年 月 日

４ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

５ 工事施行者の住所及び氏名

６ 現場管理者の氏名及び連絡先

注１ 不要の文字は，横線で消すこと。

２ ５欄の工事施行者が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名は法人の名

称及び代表者の氏名を記入すること。
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第５号様式（第６条，第16条関係）

工事中止（再開・廃止）届出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出者 住所

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

中止
第６条

鹿児島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 の規定により，工事を再開します
第16条

廃止

ので，次のとおり届け出ます。

１ 許 可 番 号 第 号

２ 許 可 年 月 日 年 月 日

３ 中止・再開・廃止する理由

４ 中止・再開・廃止予定年月日 年 月 日

５ 工事進捗状況及び防災措置

注１ 不要の文字は，横線で消すこと。

２ 工事の中止期間においても，宅地造成及び特定盛土等規制法第19条第１項又は第38条

第１項の規定による報告を行うこと。
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第６号様式（第８条関係，第18条関係）

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議申出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

協議申出者 職名

氏名

第15条第１項
宅地造成及び特定盛土等規制法 の規定により，次のとおり協議を申し出ます。

第34条第１項

１ 工事主の住所及び氏名

２ 設計者の住所及び氏名

３ 工事施行者の住所及び氏名

４ 土地の所在地及び地番

（代表地点の経度緯度） （緯度： 度 分 秒，

経度： 度 分 秒）

５ 土地の面積 ㎡

６ 工事着手前の土地利用状況

７ 工事完了後の土地利用

８ 盛土のタイプ 平地盛土・腹付け盛土・谷埋め盛土

９ 土地の地形 渓流等への該当 有・無

ア 盛土又は切土の高さ ｍ

イ 盛土又は切土をする土地の面積 ㎡

盛土 ㎥
ウ 盛土又は切土の土量

切土 ㎥

番号 構造 高さ 延長

ｍ ｍ
エ 擁壁

10 ｍ ｍ

ｍ ｍ

工 番号 構造 高さ 延長

ｍ ｍ
オ 崖面崩壊防止施設

事 ｍ ｍ

ｍ ｍ

の
番号 種類 内法寸法 延長

のり

カ 排水施設 ㎝ ｍ
概

㎝ ｍ

㎝ ｍ
要

キ 崖面の保護の方法

ク 崖面以外の地表面の保護の方法

ケ 工事中の危害防止のための措置

コ その他の措置

サ 工事着手予定年月日 年 月 日

シ 工事完了予定年月日 年 月 日

ス 工程の概要

11 その他必要な事項

※受付欄 ※決裁欄 ※協議に当たって付した条件 ※協議同意番号欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員氏名 係員氏名

注１ ※印のある欄は，記入しないこと。

２ 不要な文字は，横線で消すこと。

３ １欄の工事主，２欄の設計者又は３欄の工事施行者が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名は法人

の名称及び代表者の氏名を記入すること。

４ ２欄は，資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には，氏名の横に○印を付けること。

５ ３欄は，未定のときは，後で定まってから工事着手前に届け出ること。

鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７



- 12 -

鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７

６ ４欄は，代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し，小数点以下第１位まで記入すること。

７ 11欄は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて他の法令による許可，認可等を要する場合

においてのみ，その許可，認可等の手続の状況を記入すること。
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第７号様式（第８条関係，第18条関係）

土石の堆積に関する工事の協議申出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

協議申出者 職名

氏名

第15条第１項
宅地造成及び特定盛土等規制法 の規定により，次のとおり協議を申し出ます。

第34条第１項

１ 工事主の住所及び氏名

２ 設計者の住所及び氏名

３ 工事施行者の住所及び氏名

４ 土地の所在地及び地番

（代表地点の経度緯度） （緯度： 度 分 秒，

経度： 度 分 秒）

５ 土地の面積 ㎡

６ 工事の目的

ア 土石の堆積の最大堆積高さ ｍ

イ 土石の堆積を行う土地の面積 ㎡

ウ 土石の堆積の最大堆積土量 ㎥

エ 土石の堆積を行う土地の最大勾配

オ 勾配が10分の１を超える土地におけ

る堆積した土石の崩壊を防止するため
７

の措置

カ 土石の堆積を行う土地における地盤
工

の改良その他の必要な措置

番号 空地の幅
事

ｍ
キ 空地の設置

ｍ
の

ｍ

ク 雨水その他の地表水を有効に排除す
概

る措置

ケ 堆積した土石の崩壊に伴う土砂の流
要

出を防止する措置

コ 工事中の危害防止のための措置

サ その他の措置

シ 工事着手予定年月日 年 月 日

ス 工事完了予定年月日 年 月 日

セ 工程の概要

８ その他必要な事項

※受付欄 ※決裁欄 ※協議に当たって付した条件 ※協議同意番号欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員氏名 係員氏名

注１ ※印のある欄は，記入しないこと。

２ 不要な文字は，横線で消すこと。

３ １欄の工事主，２欄の設計者又は３欄の工事施行者が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名は法人

の名称及び代表者の氏名を記入すること。

４ ３欄は，未定のときは，後で定まってから工事着手前に届け出ること。

５ ４欄は，代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し，小数点以下第１位まで記入すること。

６ ７欄ケは，鋼矢板等を設置するときは，当該鋼矢板等についてそれぞれ番号，種類，高さ及び延長を記入し，それ

以外の措置を講ずるときは，措置の内容を記入すること。

７ ８欄は，土石の堆積に関する工事を施行することについて他の法令による許可，認可等を要する場合においてのみ，

その許可，認可等の手続の状況を記入すること。
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第８号様式（第８条，第10条，第18条，第20条関係）

協議成立通知書

年 月 日

鹿児島県知事

第15条第１項（第16条第３項において準用する場合を含む。）
宅地造成及び特定盛土等規制法

第34条第１項（第35条第３項において準用する場合を含む。）

の規定により，次のとおり協議が成立しましたので通知します。

１ 工事をする土地の所在地及び地番

２ 工 事 主 の 住 所 及 び 氏 名

３ 協 議 成 立 番 号

協議・変更協議

４ 協 議 成 立 対 象 行 為

宅地造成又は特定盛土等・土石の堆積

５ 条 件
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第９号様式（第９条，第19条関係）

軽微な変更の届出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

第16条第２項
宅地造成及び特定盛土等規制法 の規定により，次のとおり届け出ます。

第35条第２項

１ 許 可 番 号 第 号

２ 許 可 年 月 日 年 月 日

３ 軽微な変更の内容

４ 変 更 の 理 由

注 不要の文字は，横線で消すこと。
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第10号様式（第10条関係，第20条関係）

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更協議申出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

協議申出者 職名

氏名

第16条第３項において準用する同法第15条第１項
宅地造成及び特定盛土等規制法 の規定により，次のとおり変更の

第35条第３項において準用する同法第34条第１項

協議を申し出ます。

１ 工事主の住所及び氏名

２ 設計者の住所及び氏名

３ 工事施行者の住所及び氏名

４ 土地の所在地及び地番

（代表地点の経度緯度） （緯度： 度 分 秒，

経度： 度 分 秒）

５ 土地の面積 ㎡

６ 工事着手前の土地利用状況

７ 工事完了後の土地利用

８ 盛土のタイプ 平地盛土・腹付け盛土・谷埋め盛土

９ 土地の地形 渓流等への該当 有・無

ア 盛土又は切土の高さ ｍ

イ 盛土又は切土をする土地の面積 ㎡

盛土 ㎥
ウ 盛土又は切土の土量

切土 ㎥

番号 構造 高さ 延長

ｍ ｍ
エ 擁壁

10 ｍ ｍ

ｍ ｍ

工 番号 構造 高さ 延長

ｍ ｍ
オ 崖面崩壊防止施設

事 ｍ ｍ

ｍ ｍ

の
番号 種類 内法寸法 延長

のり

カ 排水施設 ㎝ ｍ
概

㎝ ｍ

㎝ ｍ
要

キ 崖面の保護の方法

ク 崖面以外の地表面の保護の方法

ケ 工事中の危害防止のための措置

コ その他の措置

サ 工事着手予定年月日 年 月 日

シ 工事完了予定年月日 年 月 日

ス 工程の概要

11 その他必要な事項

12 変更の理由

13 協議同意番号 第 号

※受付欄 ※決裁欄 ※協議に当たって付した条件 ※協議同意番号欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員氏名 係員氏名

注１ ※印のある欄は，記入しないこと。

２ 不要の文字は，横線で消すこと。

３ １欄の工事主，２欄の設計者又は３欄の工事施行者が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名は法人

鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７
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の名称及び代表者の氏名を記入すること。

４ ２欄は，資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には，氏名の横に○印を付けること。

５ ３欄は，未定のときは，後で定まってから工事着手前に届け出ること。

６ ４欄は，代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し，小数点以下第１位まで記入すること。

７ 11欄は，宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて他の法令による許可，認可等を要する場合

においてのみ，その許可，認可等の手続の状況を記入すること。
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第11号様式（第10条関係，第20条関係）

土石の堆積に関する工事の変更協議申出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

協議申出者 職名

氏名

第16条第３項において準用する同法第15条第１項
宅地造成及び特定盛土等規制法 の規定により，次のとおり変更の

第35条第３項において準用する同法第34条第１項

協議を申し出ます。

１ 工事主の住所及び氏名

２ 設計者の住所及び氏名

３ 工事施行者の住所及び氏名

４ 土地の所在地及び地番

（代表地点の経度緯度） （緯度： 度 分 秒，

経度： 度 分 秒）

５ 土地の面積 ㎡

６ 工事の目的

ア 土石の堆積の最大堆積高さ ｍ

イ 土石の堆積を行う土地の面積 ㎡

ウ 土石の堆積の最大堆積土量 ㎥

エ 土石の堆積を行う土地の最大勾配

オ 勾配が10分の１を超える土地におけ

る堆積した土石の崩壊を防止するため
７

の措置

カ 土石の堆積を行う土地における地盤
工

の改良その他の必要な措置

番号 空地の幅
事

ｍ
キ 空地の設置

ｍ
の

ｍ

ク 雨水その他の地表水を有効に排除す
概

る措置

ケ 堆積した土石の崩壊に伴う土砂の流
要

出を防止する措置

コ 工事中の危害防止のための措置

サ その他の措置

シ 工事着手予定年月日 年 月 日

ス 工事完了予定年月日 年 月 日

セ 工程の概要

８ その他必要な事項

９ 変更の理由

10 協議同意番号 第 号

※受付欄 ※決裁欄 ※協議に当たって付した条件 ※協議同意番号欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員氏名 係員氏名

注１ ※のある欄は，記入しないこと。

２ 不要の文字は，横線で消すこと。

３ １欄の工事主，２欄の設計者又は３欄の工事施行者が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名は法人

の名称及び代表者の氏名を記入すること。

４ ３欄は，未定のときは，後で定まってから工事着手前に届け出ること。

５ ４欄は，代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し，小数点以下第１位まで記入すること。

６ ７欄ケは，鋼矢板等を設置するときは，当該鋼矢板等についてそれぞれ番号，種類，高さ及び延長を記入し，それ

以外の措置を講ずるときは，措置の内容を記入すること。
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７ ８欄は，土石の堆積に関する工事の施行することについて他の法令による許可，認可等を要する場合においてのみ，

その許可，認可等の手続の状況を記入すること。
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第12号様式（第11条，第21条関係）

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の一部完了検査申請書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

工事主 住所

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

第11条第１項
鹿児島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 の規定による検査を申請し

第21条第１項

ます。

１ 工 事 の 一 部 完 了 年 月 日 年 月 日

２ 許 可 番 号 第 号

３ 許 可 年 月 日 年 月 日

４ 工事が一部完了した土地の所在地及び地番

５ 工 事 施 行 者 の 住 所 及 び 氏 名

６ 申 請 の 理 由

７ 備 考

注１ 不要な文字は，横線で消すこと。

２ ５欄の工事施行者が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名は法人の名

称及び代表者の氏名を記入すること。
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鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７

第13号様式（第11条，第21条関係）

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の一部検査済証

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 

下記の宅地造成又は特定盛土等に係る工事は， 年 月 日の検査の結果，宅地造成

第13条第１項
及び特定盛土等規制法 の規定に適合していることを証明する。

第31条第１項

１ 許 可 番 号 第 号

２ 許 可 年 月 日 年 月 日

３ 検査をした土地の所在地及び地番

４ 工 事 主 の 住 所 及 び 氏 名

５ 工 事 の 一 部 完 了 検 査 年 月 日 年 月 日

６ 検 査 員 職 氏 名
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鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７

第14号様式（第12条，第22条関係）

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報告書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

工事主 住所

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

第19条第１項
宅地造成及び特定盛土等規制法 の規定により，工事の実施状況等について次

第38条第１項

のとおり報告します。

１ 工事が施行される土地の所在地及び地番

工

２ 工 事 施 行 者 の 住 所 及 び 氏 名

事

の ３ 許 可 年 月 日 年 月 日

概

４ 許 可 番 号 第 号

要

５ 前 回 の 報 告 年 月 日 年 月 日

盛土 ｍ
工

１ 報告の時点における盛土又は切土の高さ

事 切土 ｍ

の
盛土 ㎡

施 ２ 報告の時点における盛土又は切土の面積

切土 ㎡
行

状 盛土 ㎥

３ 報告の時点における盛土又は切土の土量
況

切土 ㎥

報

４ 報告の時点における擁壁等に関する工事
告

の施行状況

注１ 不要な文字は，横線で消すこと。

２ 工事の概要２欄の工事施行者が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名

は法人の名称及び代表者の氏名を記入すること。

３ 工事の概要５欄は，２回目以降の定期報告を行う場合に記入すること。



- 23 -

鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７

第15号様式（第12条，第22条関係）

土石の堆積に関する工事の定期報告書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

工事主 住所

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

第19条第１項
宅地造成及び特定盛土等規制法 の規定により，工事の実施状況等について次

第38条第１項

のとおり報告します。

１ 工事が施行される土地の所

在地及び地番
工

２ 工事施行者の住所及び氏名
事

の ３ 許 可 年 月 日 年 月 日

概
４ 許 可 番 号 第 号

要

５ 前 回 の 報 告 年 月 日 年 月 日

１ 報告の時点における土石の
ｍ

堆積の高さ
工

２ 報告の時点における土石の
事 ㎡

堆積の面積
の

３ 報告の時点における堆積さ
施 ㎥

れている土石の土量
行

新たに堆積された土石の土量
状 ４ 前回の報告の時点から新た

㎥
況 に堆積された土石の土量及び

除去された土石の土量
除去された土石の土量

㎥

注１ 不要な文字は，横線で消すこと。

２ 工事の概要２欄の工事施行者が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名

は法人の名称及び代表者の氏名を記入すること。

３ 工事の概要５欄及び工事の施行状況４欄については，２回目以降の定期報告を行う場

合に記入すること。
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鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７

第16号様式（第13条，第23条関係）

宅地造成等に関する届出工事の変更届出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出者 住所

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

第21条第１項
宅地造成及び特定盛土等規制法 の規定により届け出た宅地造成等に関する工

第40条第１項

事を次のとおり変更したいので，届け出ます。

１ 最 初 に 届 け 出 た 年 月 日 年 月 日

２ 工事をしている土地の所在地及び地番

３ 工 事 を し て い る 土 地 の 面 積 ㎡

４ 変 更 事 項

５ 変 更 理 由

注 不要な文字は，横線で消すこと。



- 25 -

鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７

第17号様式（第13条，第23条関係）

擁壁等に関する届出工事の変更届出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出者 住所

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

第21条第３項
宅地造成及び特定盛土等規制法 の規定により届け出た擁壁等に関する工事を

第40条第３項

次のとおり変更したいので，届け出ます。

１ 最 初 に 届 け 出 た 年 月 日 年 月 日

２ 工事をしている土地の所在地及び地番

３ 行おうとする工事の種類及び内容

４ 変 更 事 項

５ 変 更 理 由

注 不要な文字は，横線で消すこと。
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鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７

第18号様式（第14条，第24条関係）

届出工事に関する完了届出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出者 住所

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

第21条第１項

宅地造成及び特定盛土等規制法第27条第１項の規定により届け出た宅地造成等に関する工

第40条第１項

第14条
事が完了したので，鹿児島県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 の規定により，

第24条

次のとおり届け出ます。

１ 工 事 完 了 年 月 日 年 月 日

２ 届 出 年 月 日 年 月 日

３ 工事をした土地の所在地及び地番

４ 工 事 施 行 者 の 住 所 及 び 氏 名

５ 備 考

注１ 不要な文字は，横線で消すこと。

２ ４欄の工事施行者が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名は法人の名

称及び代表者の氏名を記入すること。
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第19号様式（第26条関係）

宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第88条の規定による証明書交付請求書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

（電話番号）

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第88条の規定により，次の事項が宅地造成及び特定盛土等規制法（以下

「法」という。）の規定に適合していることを証する書面の交付を申請します。

土地の所在地及び地番

□法第12条第１項又は第30条第１項の規定による許可を受けた工事

工事主の氏名又は名称

土地の所在地及び地番

土地の面積 ㎡

証 工事の許可年月日 年 月 日

工事の許可番号 第 号

明 □法第12条第１項ただし書又は第30条第１項ただし書の政令で定める工事

該当条項（※１）

事 □法第16条第１項又は第35条第１項の規定による変更の許可を受けた工事

工事主の氏名又は名称

項 土地の所在地及び地番

土地の面積 ㎡

工事の変更許可年月日 年 月 日

工事の変更許可番号 第 号

□法第16条第１項ただし書又は第35条第１項ただし書の軽微な変更

（※２）上記事項について，宅地造成及び特定盛土等規制法の規定に適合することを証明する。

年 月 日

鹿児島県知事 

注１ 該当する□にレ印を付けること。

２ 工事主が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名は法人の名称及び代表者の氏名を記入すること。

３ ※１印の欄には，宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第５条第１項の該当する号を記入すること。

４ ※２印の欄は，記入しないこと。

鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７
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鹿 児 島 県 公 報 令和７年３月28日（金）第603号の７

第20号様式（第27条関係）

盛土規制法調書の写しの交付請求書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

請求者 住所

（電話番号）

氏名

法人にあっては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

盛土規制法調書の写しの交付を受けたいので，鹿児島県宅地造成及び特定盛土等規制法施

行細則第27条第５項の規定により，次のとおり請求します。

１ 許 可 の 年 月 日 年 月 日

２ 許 可 番 号 第 号

３ 工事主の住所及び氏名

４ 写しを必要とする理由

５ 写しの交付請求枚数

※ 手 数 料 欄

注１ ３欄の工事主が法人の場合は，住所は主たる事務所の所在地を，氏名は法人の名称及

び代表者の氏名を記入すること。

２ ※のある欄は，記入しないこと。


